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I9g4 年の世界む不登校研究の概観 

-ER におよびPSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の文献から― 
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要 約 

日本の不登校の問題を考える上で,世界の研究に常に目を向け続けることは必要である。筆 

者は1980年から．1990年までの研究の概観を行い,その継続研究として，1991年, 1992年, 1993 

年のERにおよびPSYCHOLOG IC肌ABSTRACTS の不登校に関連すると考えられるキーワードschool 

attendance, school dropouts, school phobia, school refusalを持つ文献を各国毎に分類し 

た。今回は，その継続研究として, 1994年の文献28件について取り上げ分類した。 

Key w ords : school attendance , school dropouts , school phobia , school refusal. 

I ．はじめに 

筆者（1992a) は，諸外国と日本における不登校の初期研究をふまえた上で,駅におよび 

PSYCHOLOGICAL ABSTRACTSの school attendance, school phobia, school refusalをキ-ワ-

ドとする1980年～1990年の 400件あまりの文献を中心に，各国別,年代順に分類し,不登校研 

究の概観を行った。不登校の問題を考える上で, 日本国内ばかりではなく世界の研究に常に目 

を向け続け， 1年毎の形式で蓄積していくことは意味のあることであると考え，1891年, 1992 

年および1993年の文献について継続研究を行った（佐藤1992b,1993, 1994)。 

本研究は，1994年の文献についての継続研究である。今回の研究では，昨年の研究に弓は続 

きDIALOGデータベースのER I Cと Psyc INFOデー タベースを用い，文献検索を行った。文献検索 

から,不登校との関連が考えられるものについて,キーワード別に分類した。 

学校現場に在職する者にとっては，PC-VANあるいはNIFTYを介してDIALOGデータベースを活 

用する方法が考えられ,前回よりこの方法を用いている。DIALOGデータ ベースは,前回の検索 

形式とは異なったマニュアル形式を用いたが,少なくとも筆者が用いているPC-VANの「DIALOG 

についての利用マニュアル」ではこのことについては触れていない。基本的にはDIALOGのメニ 

ューに従ってキーワード検索の作業を進めれば,文献の検索は可能である。 

1994年のERにでは，school attendance に関する文献が32件，school dropouts に関する文 

献が23件，school phobia に関する文献が0件, school refus耐に関する文献が0件であった。 

一方 PSYCHOLOG に肌ABSTRACTS では，school attendance に関する文献が1件，school dropー 

outsに関する文献が1件, school phobia に関する文献が0件, school refusalに関する文献 
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が1件であった。これらの68件の文献の中で不登校との関連が考えられる文献28件について, 

キーワード別に分類し,研究の概観をする。 

なお, 1990年以降のこれらのキーワードに係わる文献の件数の推移は,次のようになってい 

る。PSYCHOLOG に託ABSTRACTSに おいて, 93年から94年にかけて, ATTENDANCE およびDROPOUTS 

に関する文献件数が減少してきているのが分かる。今後の傾向を見守っていきたい～ 
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‘価考】P.9. PSYロ刃 LOGICAL AOSTOGCTS 

~，各キーワード毎の研究の概観 

ここで取り上げる研究は, 1995年6月末現在，DIALOGデー タベースのER IC および PSYCHOー 

LOGIC肌ABSTRACTS において検索し,不登校との関連の考えられる1994年分として収録されて 

いる文献である。ここでは, 日本での高等学校に対応する学年までの不登校との関連が考えら 

れる文献を取り扱っている。 

1 . school attendance に関する研究の概観 

ここでは, attendanceを キーワードに持つ文献33件のうち,関連の考えられる 8件について 

概観することにする。なお, ERにでは32件, PSYCOLOGICAL ABSTRACTSではI件が取り上げられ 

ている。 

Phelpsら (1994）は，テネシー州ジャクソンカントリーの教育的に危機的状態にある生徒の 

介入計画K- 12について述べている。学習展望計画には,田園地帯の関係や地域の価値を考慮す 

る一方で,様々な長期間の介入方略を統合しようとして，教師，管理者,親，会社経営者，高 

い教育を受けた者が加わっているという。家族との通常の交流を含む登校の状況把握とその支 

持，外部の学習援助者と教育課程の変更を含む学校での援助と革新，十代の親への特別な注意 
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を伴う親の教育とかかわり合い，生徒と教職員のためのカウンセリングサービス，職業認識と 

ガイダンス活動という六つの主な要素がこの計画には含まれている。地域素材に支えられてい 

ることを強調している。多くの計画の要素は標準的なものと受け取られており，少なくとも連 

邦が認可したものよりもその要素が見いだされてきているという。三年前にこの計画が始まっ 

てから,テストの得点が上がり，多くの親が学校と接触を持つようになり,地域に学校カぐより 

一層積極的な印象を持たれようになってきたと述べている。この文献は退学予防にも関連する 

ものであるが，ここで取り上げることとした。 

Tainshと Izard (1994） は,情緒上,行動上の問題のある児童や若者の行動管理や行動の修 

正に関するオーストラリアの状況の概観を19の論文を通して行っている。ここで取り上げられ 

ている論文の中では，DavidとJohnの 「学校排除と不登校」，Stephen と Seanによる 「学校での 

介入に焦点を当てた解決法」の関連が少なくとも考えられる。初等教育から中等教育の段階の 

内容である。 

Gradyら (1994）は,義務教育に関する報告を行っている。データは,文献の概観，サウス 

ダコタ州教育局職員の電話調査および面接から得られたという。ここでは,合衆国の義務教育 

に関係する法律における傾向を概観し，登校状況を改善するための州の努力を特定している。 

例えば，サウスダコタ州では, 1990年に義務教育在籍可能年齢を14歳から16歳に引き上げてい 

るという。このような活動は，路上に徘徊する若者の数を減少させ,生徒が学習する様々な方 

法を教育者に気づかせているように思われるという。しかしながら,無関心な生徒が増加し, 

生徒が教師を必要としているのに,教師が出会う上での訓練や財源が不足しているという。ネ 

ブラスカでの現在の義務教育登校法の上限の年齢を16歳から18歳に引き上げるか,高校卒業を 

弓は上げるかの法律改正を提案している。最低資格試験を十分に達成するならば, 16歳以上で 

も学校当局により在籍が認められるという改正の準備はなされているという。教育当局と少年 

裁判所との連携がなされれば，立法者は双方の代表者からなる部門に権限を委任し,共通の問 

題と課題に取り組んでいくことになると述べている。 

デトロイト教育委員会（1994） は，1994年度のミシガン州デトロイトの改善努力の指針とし 

て「優秀の追求」 という計画を展開しているという。生徒の成功を保証するために,到達およ 

び到達度テストの結果の目標,認定目標,登校状況目標，原級留置の目標を含めているという。 

また,暴力の減少を目的として，きれいで健康的で安全な環境をつくりあげることを目的とし 

ているという。管理的組織的なより良い効率を実現するために,組織的目標,財政的目標，物 

質的目標，職員出勤の目標を掲げている。 

幻eine (1994)によると，ニューフューチャーイニシアチブに参加している中規模の都市で 

生徒の長期欠席を減少させるためのパイロットプログラム 「慢性的長期欠席パイロットプロジ 

ェクト （CAP)」が過去2年間に行われたという。ニューフューチャーイニシアチブは，慢性的 

に欠席している生徒と家族に対して，対等の統合された生徒中心のサービスを提供するための 

機関内努力に取り組むものであるという。データは, 63人の鍵となる情報を提供する人たち， 
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以Pに所属する地域の人々，CAPのスーパーバイザー, CAPの代表的な生徒,同年齢の登校して 

いる生徒および教師から得られているという。入念な機関内の協定にもかかわらず,その都市 

の慢性的な長期欠席の生徒のための潜在的な共同の努力についてはほとんど知られていなかっ 

たという。計画は,基本概念の相違,社会奉仕機関と公立学校による協議事項,機関内の実質 

的な力量の差などにより妨げられたという。更に慢性的な長期欠席の問題は，以前に報告され 

たよりも大きなものであったという。教師は， CAPの生徒を否定的なことばで考える傾向があ 

ったという。すなわち 「出席者」 とは，彼ら自身及び学校について積極的な態度を表し, CAP 

の生徒はそうではないとしていたという。しかしながら， CAPの生徒は,彼らの学校に対して 

敵意よりもむしろ無関心さを示していたと述べている。 

Creech (1994) は,南部地域教育委員会（SREB）の15州の学業成績と教育成果に関する統計 

を報告し，過去のSREBの状況と国の平均との比較を行っている。ここでは,学校数,生徒数, 

教員数，学校に対する準備状態，生徒の成績，退学率,成人の教育，大学の準備状態，大学の 

登校状況,教員の教育，教員の給与，教育財源が示されている。 

Engel (1994)については, at tendance とも関連するが, タイトルがむしろdropouts と関連 

するのでdropoutsの節で取 り上げることにする。 

Sappら （1994）によると，認知行動療法とアフリカ系アメリカ人の中等学校生徒の評定平均, 

欠席日凱 遅刻日数の間には統計的に重要な相関があると述べている。対象者は，60人の中学 

校の生徒だったという。ランダム化した事前事後テストを用いると,認知行動療法を体験した 

後の生徒には評定平均，欠席日数,遅刻日数の三つの事柄について,重要な変化が見られたと 

いう。学業的な面の自己概念は,認知行動療法と学習成績の間の間接変数であることと，示唆 

している。 

2 . school dropouts に関する研究の概観 

ここでは，dropoutsを キーワードに持つ文献24件のうち，関連の考えられる17件について概 

観することにする。なお, ER ICでは25件, PSYCOLOGにAL ABSTRACTSでは1件が取り上げられて 

いる。 

Moore (1994）は，退学の問題を展望している。ここでは, フロリダセミナーでの退学の間 

題の概観と分析を行っている。危機的状態にある生徒の差し迫った現状の予防と治療の方略に 

ついて述べている。このセミナーで現れている問題に対しでは,文化的にかなり慎重を要する 

方略が必要であると示唆している。 

Kier manと Karoly (1994）は,二十代の前半に,中流階層の女子の高校卒業生がすぐには長 

期間の労働には就かず，少なくとも 2,3年は職探しをしているということを示す国の青少年実 

態調査の再評価を行っている。これらの75％と高校の退学者は,安定した職業に就くことを望 

んでいるという。 

Delisle (1994）は,一般的に考えられている秀才だけがより一層理解することができると 

いうような10個の神話についての議論において,英才教育のガイドラインを示している。ガイ 
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ドラインには,別々のプロジェクトがある。高校退学の20％はずば抜けた知能を持つ者である 

という。英才は,抑うつ状態と自殺に陥りやすい傾向があるという。共同学習は英才には不向 

きであり, また,普通学級は退屈であるとも述べている。 

Bedard ら （1994）は, L201人のスペイン語系アメリカ人の国全体の調査によれば,犯罪, 

ギャング,薬物,退学についての認識および，これらの考えが政治を改革することについて, 

対応する年齢，性別，教育,生まれ,職業にどのように影響をするかについて高い程度の一致 

が見られると述べている。調査によれば,大部分のスペイン語系アメリカ人はこれらの結果が 

主要な問題であると感じているという。 

Daggett (1994）によれば，アメリカの学校は生徒を科学技術情報社会に対応させるのに失 

敗していると述べている。最近の研究で，高校の退学者が，高校や大学の卒業生よりも消費者 

に親しみやすい技術を利用する素養を身につけているという。なぜならアメリカ合衆国の労働 

者のわずか15％だけが不熟練であり,実際の次々に起こる技術に代わって,技術読解力と抽象 

的な判断力を強化する環境に合衆国は早急に変更していかなければならないと述べている。 

Dynarski (1994）は,学生の貸し付け受領者の特徴を分析し，人口統計学的な状態,社会経 

済的な特徴，教育的な達成状況を含む様々な次元で滞納者と非滞納者を比較するために,中等 

教育修了学生援助研究のデータを用いている。低所得世帯出身,少数民族，高校退学，私有の 

学校と短大の生徒の借用者は,比較的危険率が少ないという。 

南西コミュニティー活動 (1994） は,特別な必要性や学習上の問題がある36人の高等学校退 

学者に個別の基礎的職場技術教育を提供し,高等学校卒業の資格が得られるようにするための 

特別な実物教授プロジェクトを作り上げたと述べている。時間的な制約のために，このサービ 

スは8人の生徒にだけ提供されたという。個別的な学習計画が,機能的な段階，特別な必要性， 

卒業資格を満たすのに欠けている単位に基づいて展開されたという。生徒は各週のタ方の授業 

に出席し,ボランティアの個人教授と会い,実地研究旅行を行い,典型的な仕事に参加するこ 

とになったという。生徒の進度はファイルに記述され，最終的な認可を受ける学区に提出され, 

高等学校修了資格がこの教育課程を修了した者に発行されたという。学区及び地域は，話し手 

や典型的な仕事の提供に際して，大変好意的であり，これらの教育課程を履修した8人のうち5 

人はこれに満足していたという。 4人の生徒が十分にこの教育課程を履修し, 2人には個別的 

ノな学習計画を達成するために更に時間が与えられたと述べている。 

細ith (1994）は, ネバダ州の公立学校を退学した生徒についての年報をまとめている。退 

学に関するデータは, 1992年から1993年にかけて7年生及び8年生にまで範囲を広げて収集して 

いるという。退学率は,その前年の方法よりも，むしろ比較的初期のネバダ州の研究と一致す 

’る形態で算定されているという。1992年から1993年にかけて, 9年生から12年生の4,797人の生 

徒が退学したという。これはネバダ州の全生徒のうちの 8.2%に当たるという。退学者並びに 

退学率は前年に比べると上昇しているという。男子生徒の退学率が＆8%，女子生徒の退学率 

が8.6％と，わずかに男子生徒の退学率が高いという。アジア系及び太平洋諸島出身の退学率 
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が最も低く,スペイン語系アメリカ人の退学率が最も高く, 14.3％であるという。46%が自分 

自身,両親，保護者の申告による退学であり, 17.6％が学校によるもの, 1.1％が投獄による 

ものであるという。かなりの数の生徒が他の学校の学籍lこ登録できると親は述べているにも係 

わらず, 7年生及びB年生の退学率が2.2％であるという。7年生と8年生の退学率には注意を向 

ける必要があると述べている。 

同じくSmith (1994）は，退学者数の算定と公式に対する国家教育統計センターによる方法 

と公式によってネバダ州,特にアリゾナを含む様々な州での議論を取り上げている。結論とし 

て，実際の退学率を算定する際に，状態を決定する上ではそれぞれの最近の状態を考慮すべき 

であるとしている。また，学校に戻ることができるあるいは退学と算定されない猶予期間は, 

できるだけ長く設定すべきであるとしている。今後の退学率の公式が長期間にわたって調整さ 

れ続けるなら，重複して算定している影響を最小限に調整すべきであると述べている。最後に， 

7年生と8年生とで行われたデータの収集は，おそらく不正確な情報であろうとしている。 

生徒の成績と州の要請に基づくノースカロライナコミニティカレッジの成功の段階の指標に 

ついての報告書がまとめられている （1994)。ここでは,次に上げる七つの重要な因数を調査 

しているという。一つ目は,継続して学籍登録している生徒数が尺度となる生徒の継続状況， 

すなわち，読解力の向上,州の退学数と比較した高等学校卒業資格者数。二学期後の編入生の 

成績,すなわち,試験の合格率。教育課程の達成率，すなわち,治療コースと一般コースの合 

格率。二つ目は,給料額から求められる財源,学生数と教員数の比,資質向上講座への参加状 

況，施設設備状況，図書基準,全日制学生のための組織的財源,三つ目は,高校中退者数, ノ、 

ンディキャップのある学生の数,片親である学生の数，非伝統的な高等学校の卒業資格取得者 

数，同居している者の数による評価。語学授業の履修者数,財政的援助を受けている学生の割 

合。これらのサービスを受けている者の人口比。四つ目は,教育の連続性。高等学校卒業者数 

とその割合。高等学校,工学学校予備学校の学籍登録者数，コミュニティカレッジに出席して 

いるノースカロライナ大学の学生数とその割合。五つ目は,労働力向上。雇用者と訓練を受け 

ている者の数。職場の非文盲率。用地の数。雇用者の満足度,卒業生の雇用状況。六つ目は, 

地域サービス。提供されるコース数,老齢者の数と地域サーピス。七つ目は，計画の管理と責 

任。年間の監査，計画概要,計画によって評価されるものである。 

ウエストバージニアのj・トI及び地域段階での児童青少年の健康，教育,経済状態の指標に関す 

る報告がなされている（1894)。州の概要,少数民族の概要, 55の地域の概要がここでは取り 

扱われている。ここでは, 1980年から1991年の各期間の実数,州での割合,地域での割合が示 

されている。この報告には，いくつかの注目すべき傾向が示されている。第1に長女として出 

生したウエストバージニア州のほぼ30％の女性が, 12年以下の学校教育しか受けていないこと, 

結婚していないこと，あるいは20歳以下であることという少なくとも三つの基準のうちの二つ 

に該当するかなり不利な立場にある家族に置かれているという。州における十代の未婚の妊娠 

率は, 1980年から1891年の間に60％増加しているという。ー方で，幼児児童の死亡率,高校退 
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学率，全体的な十代の妊娠はかなり減少しているという。 

伽mntら （1884）は,ニューチャンスと呼ばれる実地計画と国家的調査に参加した50人の母 

親との面接lこよる調査研究を行っている。ニューチャンスは，高校中退をした依存的な子ども 

を持つ家族を対象とした若い婦人の雇用や経済的な満足，一般的な幸福を増加し,同様にその 

子どもの学習と成長を促すことを目的としているという。ここでは,調査報告の前後関係,高 

校卒業後の参考となるメンバーの活動の統計的な概観, この集団の若い婦人の向上の意味が示 

されている。また，職場,学校,個々の生活での体験についても触れている。ニューチャンス 

に参加する前のこれらの婦人の経歴,この計画での経験, この計画後の活動について考察して 

いる。 

Pautler (1994）は，成人の学習者，若者，平原インディアンの婦人,高校生，学習障害の 

ある者，不利な立場に置かれた若者，高等学校卒業資格者,ハンディキャップのある青少年, 

若い黒人,かなり学習をするのが困難な高校生,危機的状態にある生徒,少数民族の者,アメ 

リカインディアンの高校中退者，スペイン語系アメリカ人の若者, その高校中退者,一般的な 

中退者，田舎の若者と都会の若者などについての学校での変遷をたどっている。アメリカ合衆 

国についての内容が主であるが,英国,オーストラリア,ニュージーランド, カナダ,オラン 

ダ,デンマーク, ドイツ, イスラェルについても言及している。 

PageとChandler (1894)は，十分な学力が身に付かないうちに退学の危機にあるとされた 9年 

生の86人の生徒の自尊心の段階や行動上の問題に係わる二つのタイプのグループカウンセリン 

グの効果を評価している。対象者は,非介入の統制群,行動方向づけをされた自己概念確立群, 

討論方向づけをされた群の三つの群に配置されたという。セッションは週二回,十週間にわた 

って行われた。対象者には，ピアス・ハリスの自己概念尺度が行われた。出欠の記録，成績， 

懲戒の照会の記録が得られていたという。統制群と比較すると，行動方向づけをされた自己概 

念確立群は, 自尊心に対してかなり効果的な影響があったという。討論方向づけをされた群で 

は,行動方向づけをされた自己概念確立群よりも効果的な積極的な影響があったという。ピア 

ス・ハリス尺度の幸福群によって評価された対象者の幸福感に,両方の群は効果的な影響を与 

えていると述べている6 

胃 iIkinson ら（1994）は，1992年から1993年にかけて，テキサス州オースチン独立学区のト 

ラスティ地区の求めにより，経済効果を決定するために縦断的な調査を行っている。経済効果 

は，学習の達成あるいは退学をしなかったことという効果により,算定することができるとし 

ている。学習の達成は,テキサスあるいはアイオアテストの標準評価プログラムの得点に基づ 

き,退学の情報については，学区からの情報と予想されるあるいは実際の退学との比較から得 

られるとしている。85の教育計画の大部分は効果があるが,最初に高い経費のかかる多くの教 

育計画は，一人当たりの生徒に対して相対的に経費的に低くなるとしている。ボランティア活 

動の経済効果についても取り上げられている。 

Engel (1994） によれば,なぜ退学者は学校を去り，どのように学校や教師について考え, 
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退学後どのような生活をじ,何が卒業のための選択教育課程に戻すかについての問題を,ペン 

シルバニア州のピッツバーグで研究が進められているという。職業部隊にいる88人の早い時期 

の退学者の面接が行われているという。生徒たちは教師に対して多くの考えを持ち，管理者や 

カウンセラーは,彼らの学校生活にほとんど影響を与えでいないようであるという。大部分の 

生徒にとって,学校はうんざりするものであり,教師は素材を分配する権威像として主に見な 

されているという。生徒は学習の過程に携わっているようには思われず，世話を受けていない 

と感じ，登校を支える支持体制や重要な人物や仲間がいなかったのだという。戻ってきた者は， 

高校卒業により，よりよい職業を探せるのではないかという経済的な圧力のために主に戻って 

きたのだという。退学を予防するための努力について論じられている。 

Korris (1894）は,白人とアフリカ系アメリカ人の生徒に対するマジソンメトロポリタン学 

区の二重教育体制についての研究を行っている。その研究結果によると,アフリカ系アメリカ 

人は，卒業者よりも退学者の方が数が多いこと，たとえアフリカ系の集団に中間所得や高所得 

の生徒を加えても，アフリカ系よりも標準テストで,低所得出身の生徒の方が得点が高いとい 

う。また,たとえ白人の生徒が五倍多くいても,アフリカ系の生徒に多くの停学を課している 

という。91年から92年にかけて,学習障害や情緒障害とされた生徒は,マジソンでアフリカ系 

の方が二倍になっているという。アフリカ系の生徒に対するアフリカ系の教師の割合は，75対 

Iであり,一方白人の生徒に対する白人の教師の割合は11対1である。 9校の中等学校のうち 

の4校, 28校の初等学校のうちの14校では,アフリカ系の教師なしで運営されている。学区の 

学校の学籍登録の増加は,他の地域が大きいのに対して,停止状態といえるほどである。教育 

委員会は,二重教育を撤廃し,処罰や特殊教育に対する人種的な不平等を再調査し，アフリカ 

系の親を結婚させ,職員の入種差別を撤廃するよう求めている。 

2. school phobiaに関する研究の概観 

ERICおよびPSYCHOLOGICAL ABSTIR加TSでは1994年にschool phobiaに関する文献は検索されな 

かった。 

4 . school refusal に関する研究の概観 

ここではPSYCHOLOG IC肌 ABSTRACTSで取り上げられている1件についての概観をする。この文 

献は，アメリカ合衆国でのものである。 

Buitelaarら (1994)は，登校拒否のために外来診療を受けた後の平均年齢14.8歳の25人に 

ついての研究を行っている。DSW-fflの診断およびモーズレー症状チェックリストの得点が初回 

面接及びその5年後に得られている。対象者はまた追跡調査の際に不安と抑うつについての自 

己評価も行っている。初回面接では登校拒否は主に不安症状と関連し,わずかに抑うつ障害と 

身体表現障害に関連していたという。追跡調査では, 13人の対象者には依然として精神医学的 

な障害があり,その大部分は,不安障害及ぴ人格障害であるという。その結果は，以前の心理 

社会的療法や精神医学的療法の履歴,小家族であったこととはあまり関連せず,頻繁に起こる 

身体的愁訴の履歴と係わっていると述べている。 
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孤．おわりiこ 

1994年のERICとPSYC}IOLOGに託 ABSTRACTS における不登校に関連すると考えられる研究では, 

1990年以降の不登校を念頭に置いた「登校改善退学予防」 という表現や， 「退学予防」 という 

表現もあまり見られなくなってきている。また, 1993年の研究の概観でも述べているが，不登 

校よりも退学予防に力点を置いた研究が収録されてきているものと考えられる。文献の件数か 

らもdropoutsに 関する文献の中で不登校との関連が考えられるものが, attendanncelこ おける 

ものよりも多い。DIALOGデータベースから,取ICの単年度での収録文献件数が3,5000件前後に 

なっており,不登校に関連ずる研究の推移をERにでのキーワード検索による文献件数から特定 

はできないが, 1990年代に入りERICでの取り扱いは減少していると考えられる。また, 94年の 

特徴としてPSYCOLOGICAL ABSTRACTSでの不登校に関連すると考えられる文献が著しく減少して 

いることがあげられる。なお，ここではほとんど取り上げなかったが, 94年分の中では, コミ 

ュニティカレッジlこついての文献がattendanceお よびdropoutsの キーワードで比較的多く見受 

けられた。 

1994年のERにでは，school attendance に関する文献が32件, school dropouts に関する文 

献が23件，school phobia に関する文献が0件, school refusalに関する文献は0件であり, 

15件について不登校との関連を検討した。一方1994年のPS YC H OLO Cに肌 ABSTRACTS では, 

school attendance に関する文献が1件，school dropouts に関ずる文献が1件, school 

phobia に関する文献が0件, school refusalに関する文献が1件見い出され, 3件について不 

登校との関連を検討した。これらの文献の中で不登校との関連の考えられる文献は28件であっ 

た 0 

基礎研究としての駅におよびPSYCOLOGICAL ABSTRACTSの文献を用いた不登校に関連する世界 
り ． 

の研究の概観は,今回で4年目となる。1990年代も来年分には,半ばにきしかかる。登校に関 

連する問題，不登校に関連する問題が解決してきているとは考えられず，弔」の視点からのアプ 

ローチを試みていることも考えられる～ 1995年分についても今年の作業を継続すると共に,次 

回では不登校に関連するキーワードを広げ, 1990年代の動向を探ることにしたい。 

・SATO，麓a-sam I oh i 
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